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国民年金保険料の免除等に係る事務処理に関する  
第2次調査報告書（概要）  

平成18年6月13日 社会保険庁  

○標記については、5月27日（土）に緊急の全国社会保険事務局長会議を開催して調査   
した結果を、5月29日（月）に第1次調査報告書・として公表した。  

0 緊急に実施した第1次調査の報告後も、事務所等から追加の報告があったことや、   
6月9日（金）から行っている申請書の全件調査及び不適正事案の詳細調査に先だって、   

あらかじめ精査するため、全国の社会保険事務局長、社会保険事務所長から、6月8日  
（木）を期限に、再度の確認書を提出させた結果を、本日、第2次調査報告書として公表。  

○今後、全件調査及び詳細調査の結果については、まとまった段階で公表。  

1．第1次調査報告書で公表した類型の不適正処理  

第1次調査報告  第2次調査報告   

全国：き12事務所のうち、下記の不適正処理のあった   100事務所  110事務所※  

：うち（1）の類型のもの  44事務所   59事務所  

全国47事務局のうち、下記の不適正処理のあった事  26事務局   29事務局※  
ど邑 口     力ロ  ー  

：うち（1）の類型のもの  10事務局   20事務局  

不適iE処理の件数（（1）＋（2））  
（注）事後に本人の申請書を受理したものを含む。   

113，975件  193，136件  

（1）申請意思を確認し  101，606件  
ないまま承認   

②承認通知が「無し」  60，553件   

22，173件  
確認を行って承認   

（2）電話等により章思   ①代行意思確認の記録「無し」       ②代行意思確認の記録「有り」  

8，804件  

※上記の不適正処理が、新たに判明した事務所  
10事務所：苫小牧（北海道）、石巻（宮城）、所沢（埼玉）、幕張（千葉）、日本橋、  

八王子（東京）、浜田（島根）、新居浜（愛媛）、武址（佐賀）、コザ（沖縄）   

※上記の不適正処理が、管轄事務所で新たに判明した事務局  
3事務局：北海道、宮城、島根   

2．その他の不適正処理  

（A）職員が申請書の代筆をするのみならず、手持ちの印鑑で押印をし  2事務所   
たもの （件数は、上記（1）又は（2）に含まれる。）   22件   

（B）全額免除、半魚免除又は猶予の申請書の提出があった者に対し、  91事務所   
申請書に記載された希望項目以外の処理をしたものであって、、電話  15，875件   
等で申請考の申請意思を確認した旨の記録が残されていないもの   

（C）外国人が、新年度め免廟の申請をする前に帰国してしまった場合  4事務所   
に、申請書なしに免除の処理をしたもの   125件   

一卜   



係る事務処理に関する第2次調査時果の  国民年金保険料の免除   

1、第1次報告書で公表した類型の不適正処理（同一の手摺所が複数の項目に韓当している場合があるき   

■全国312の社会保険事務所のうち、下記の不適正処理のあった事務所：110事務所   

■全国47の社会保険事務局のうち、下記の不適正処理のあった事務所を管轄する事務局： 29事務局   

■不適正処理の件数：193，136件（不適正な処理の後に、本人からの申請書の提出があったものを含む）  

不適正処理の内容、事務所数等  事務手続上の問題点   今後の対応   

（1）個々人の中東  ・：取消処理  

意思を確認一首  通知をした   国民年金法に違反する行為であり無効  

いま手水認手簡   
11事務局  ・本人に対して個別に経   
36事務所  緯の説明と謝罪  
101，606件  

20事務局  ・改めて申請書を提出し  
59事務所  ていた・だく  

162，159件  通知をしていない  
16事務局   

38事務所   
60，553件   

（2）電話等により  ① 課長通知に定める手続に違反  ・改めて申請書を提出し  
個々人の申請意  も  ていただく  

同意等が記録として  （課長通知により申請書の様式が定め  
思を確認tて丁‾‾ 職員が甲請書を   残されていない  られており、署名又は記名押印が必  ※本人から改めて申請   
代筆し、承認手  20事務局  要とされている。）   書を提出していただ  
続を行ったもの  72事務所  く場合には、できる  

22．173件  限り本人の負担にな  
22事務局  らないよう、社会保  
85事務所  険事務所の職員が自  
30，977件  と同 。しかし、   宅 吉 日したし、  

■基礎年金番号等による本人確認、   －ンアラウンド方式  
16事務局   。申請意思の確認、   等により実施  
47事務所   ・申請書の代筆に係る同意、  

・申請書の提出が無い場  
表  合は、承認を取消  

謬に係る手続が明確  



2．その1也の不適正処理  

不適正処理の内容   一 事務所数等   ■ 事務手続上の問題点   今後の．対応  

（A）職員が申請書の代筆をするのみならず、   2事務局  課長通知に定める手続に  ・改めて申請書を提出して   
手持ちの印鑑で押印をしたもの   2事務所  違反   いただく  

（件数は、1（1）又は（2）に含まれる。）   22件  ・申請書の提出が無い場合  
は、承認を取消   

（B）全額免除、半額免除又は猶予の申請書   26事務局  申請書の審査希望項目  ・改めて申請者個々人に意   
の提出があった者に対し、申請書に記載   91事務所  の補正手続を行う上で   思確認．をした上で、異な   
された希望項目以外の処理をしたもので  15，875件  の不備があった事軍   る取扱いを希望する方に   
あって、 電話等で申請者の申請意思を確  は、承認内容を修正   
認した旨の記録が残されていないもの  

（C）前年度に免除となっ．ていた外国人が、   3事務局  国民年金法に違反する行  ・取消処理   
新年度の免除の申請をする前に帰国して   4事務所  為であり、無効   
しまった場合に、帰国により資格喪失す  125件  
るまでの期間を、申請書なしに免除の処  
理をしたもの  



国民年金保険料の免除等に係る事務処’理に関する  
第2次調査報告章  

平成18年6月13日  

社 会 保 険 庁  

0 社会保険庁では、国民年金保険料の免除及び猶予に係る事務処理について、5月   

27日（土）に緊急の全国社会保険事務局長会議を開催して調査した繹果を、5月2   

9日（別に東1次調査報告書として公表した。   

0・緊急に実施した第1次調査の報告後も、事務局・事務所から追加の報告があった   

ことや．、また、6月9日（金）から、本庁職員及び全国の社会保険監察官により、   

平成17年虔の免除等の申請書の全件調査を行うとともに、不適正事案の詳細調査   

を行うこととしたことから、それに先だって、あらかじめ精査するため、全国の社   

会保険事務局長及び社会保険事務所長に対し、6月8日（木）までに、再度の調査を   

行って確認書を提出することを求めたところであり、その結果をとり′まとめ、本日、   

第2次調査報告書として公表する。   

0 今後、．6月9日からの全件調査及び詳細調査の結果については、まとまった段階   

で公表する。  

Ⅰ．第1次調査報告書で公表した類型の不適正処理  

1．該当事務所数、該当事務所を管轄する事務局数   

不適正な処理を行った事瘍所数は、10事務所増加した。 
法律に違反する第1次調査報告書の（1）の類型は、44事務所から59事務所   

に増加した。  

第1次調査報告  第2次調査報告   

全国312社章保険事務所のうち、不適正処理  100事務所   110事務所  
庄＝ ■ ■ －■   

■ ：うち（1）の類型のもの   4 59事務所  

全国47社会保険事務局のうち、不運正処理の   26事務局   2．9事務局   

マ’  ‾’  ロ  

管轄する事務局数；うち（1）の類型のもの  

－4－   



＜新たに不適正な処理のヰ告があった事務所＞  
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＜不適正処理が、管轄事務所で新たに判明した事務局＞  

3事務局：北海道、宮城、島根  

2∴ 不適正処理の類型別の件数  

類型別の件数を集計したところ、．次のとおり。  

不適正処理の類型  件数※   

（り 個々人の申請の革思  ・①本人に免除等承認の通知をした  101，606件   

を確認しないまま承認  もの   く52．6％）  

手続を行ったもの  

②本人に免除等承由の通知をして   60■，553件  

いないもの   （31．4％）   

（2）電話等により個々人  ①申請の意思確認や、申請書の代 22，．173件   

の申請意思を確認して、   筆に係る同意等が事蹟（記録）   （11．5％）   

職員が申請書を代筆し、  として残されていないもの  

承認手続を行ったもの  

②①の各事項が事蹟（記録）とし   81804件  

て残されているもの   （4′．6％）   

合 計  193，136件   

※上帯の件数には、いったん不適正な処理を行ったが、事後に本人の申請書を   

受理できたものも含まれているp  

（第1次調査報告書の（2）③の類型l享、精査の結果、該当事務所で本人からの申   

請書を受理していないものがあることが判明したため、該当が無くなった。） 

撃（1）と（2）の合計件数は、棄1次調査報告書で113，975件であったものが、   

79，161件増加して、193，136件となった。  

－5－   



3＿類型別の事務局別事務所数  

業同一－の事務所が複数の項目に該当している場合がある  

数アンダーラインは、第1次調査報告書からの変更点  

類 型  事務局名（該当事務所数／管轄事務所数）   

（1．）個々人の申請  ① 本人に免除等  東京（2／30）、岐阜（1／6）、静岡、（5．／9）、   

妄 の意思を確認  承認の通知をし  三重（5／5）、京都（旦／6）、大阪（延／21）、   

しないまま承  たもの   島根（1／3）、愛媛（1ノ5）、長崎ほ／4）、   

認手続を行っ 11事務局  

たもの  36事務所   

20事務局  

】   59事務所   承認の通知をし  秋田（1／4）、埼玉（亘／7）、千葉くl／占）、  
ていないもの   新潟（1／8）、静岡（呈／9）、三重拍／5）、  
16事務局  京都（5／6・）、大阪（旦／21）、兵庫（1／10）、  

38事務所  奈良（1／3）、愛媛（4／5）、長崎（1／4）、  

沖縄（2／6）   

（二2）1電話等により  ① 申請の意思確  青森（2／4）、 茨城（5／5）、 群馬（－1／5）、   

個々人の申請  認や申請書の代  埼玉（生／7）、千葉（3／6）、東京ほ／30）、   

意思を確認し   筆に係る同意等  新潟（1／8）、長野（2／7）、岐阜（1／6）、   

て、職員が申  が、事蹟（記録）  静岡（旦／9）、愛知（8／16） 滋賀（旦／3）、   

請書を代筆し、  として残されて  京都（2／6）、大阪（ロ／21）奈良色 

主 承認手続を行  いないもの   愛媛（4／5）、高知（4／4）、佐賀姥／3）、   

ったもの  20事務局  

72事務所   

22事務局 

85事琴所  

事蹟（記録）と  埼玉（3／フ）、干葉（3／6）、新潟屯旦／8）、  

して残されてい  岐阜（2／6）、愛知（6／16）、滋賀は／－3）、  

るもの   大阪（1／21）、兵庫（4／10）、奈良（て／3）、  

16事務局  愛媛（4／5）、高知（4／4）、佐賀（2／3）、  

47事務帝  熊本（4／5）   

管内の全ての事琴所において、ぐり   岩手、山形、栃木、神奈川、富山、石批福井、   

及び（2）のいずれにも該当がない   山梨、和歌山、鳥取、岡山、広島、山口、徳島、   

事務局  18事務局   香Jtl、福岡、大分、宮崎   

－6－   



Ⅱ∴．その他の不適正処理  

以下の新たな不適正処理の事案が明らかとなった。  

不適正処理の内容   事務局名（該当事務所数／管轄事  
務軒数）   及び今後の対応   

（A）戦員・が申請書の代筆を  皇 群馬（1／5）、 愛媛（1／5）   ・課長通即こ定める手   

するのみならず、手持ち  続に違反   

の印鑑で押印をしたもの  ・改めて申請書を提出   

2事務局  していただく   

2事務所  ・申落書の提出が無い  

22件  場合は、承認を取消   

（件数は、Ⅰ′（1）又は（2）に含まれる。）  

イB）全額免除、半額免除又  北海道（9／16）、岩手（2／5）、   ・申請書の審査希望項   

は猶予の申請書の提出が  こ 宮城（5／6）、 埼玉（2／7）、   目の補正を行う＝上で   

あった者に対し、■申請書  こ 干葉（6／6）、 東京（14／30）、   の不備があった事案  

に記載された希望項目以  神奈川（1／13）、新潟（1／8）、   

外の処理をしたものであ  l福井（2／3）、 岐阜（2／6）、   ・今後、改めて申請者  

って、電話等で申請者の  ・静岡（1／9）、 愛知・（4／16）、   個々人に意思確認を   

申請意思を確認した旨の  三重（5／5）、 滋賀（1／3）、   した上で、異なる取   

記録が残されていないも  木阪（8／21）、和歌山（1／3）、  扱いを希望する方に   

の   岡山（3／6）、 広島（3／8）、   は、承認を修正   

26事務局  ・愛媛（2／5）、 高知（1／4）、   

91事務所  福岡（4／‖）、 佐賀（2／3）、   

15，875件  長崎（1／4）、熊本（2／5）、  

鹿児島（6／6）、沖縄（3／6）   

’（C）前年度に免除となって  千葉（2／6）、 福井（1／3）、   ・国民年金法に違反す   

いた外国人が、新年度の  島根（1／3）   る行為であり無効   

免除の申請をする前に帰  ・取消処理を行う   

国してしまった場合に、  

帰国により資格喪失する  

までの期間を・、申請書な  

しに免除の処理をしたもの  

3事務局  

4事務所  

125件  

－7－   



（別添1）  免除等の事務処理の類型別の事務所数  

（1）申請意思を確認  （2）電話等により意思確認  

しないまま承認  そ行って承認   （り又は（2）の 該当がある  

道府県   事所数   
務   

が有る   が無い   謬手旗が無い  認事蹟が有る   

寧  312   36   38   72   47   110   202   

北海道  16  15   

青 森  4  2   2  2   2   

岩 手  5  5   

宮 城  6  5   

秋 田  4  

山 形  5  5   

福 島  6  5   

茨 城  5  5   5   5   0   

栃 木  5  5   

群 馬  5  4   

埼 玉  7  5   4   3   6   

畢 菓  6  3   3   4   2   

東 京  30   2  3  4   26   

神桑川  13  13   

新 潟  8  1   3   3   5   

富 山  4  4   

石 川  4  

福 井  田  3   

山 梨   3  3   

長 ■野■  7  2  2   5   

岐 阜  6   2   3   3   

静 岡  9   5   2   4  6   3   

愛 知  16  8   6   7 

三 重  5   5   4  5   0   

滋 賀  3  3   3   3   0   

京 都  6  4   5   2  5   

大 阪  21   12   6   17   1 2   

兵 庫  10  1  4   4   6   

奈 良  3  2   

和歌山  ．3  3   

鳥 取  3  3   

島 根  3   2   

岡 山  6  6   

広 島  8  8   

山 口  ．6  6   

徳 3   

香 Jl  3  3   

愛 4   4   4   5   0   

高 知  4  4   4   4   0   

福 

佐 賀   2   2   2   

長 崎  4   2   2   2   

経 本  5 4   4   

大 分  4  4   

宮 崎  4  4   

鹿児島  6   5   

沖 縄  6   2   2   4  5   

ー8－   



免除等の事務処理の類型別の件数   （別添2）  




